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研究成果の概要（和文）：本研究では、待機児童の多い東京 23 区を対象に、保育所の「需給量」だけ

でなく、「空間」のミスマッチも示せる保育所アクセシビリティを計算し、分析した。その結果、2009 年

の東京 23 区には、保育所アクセシビリティが 1 未満の地区（保育所の超過需要地区）が非常に多いこと

がわかった。さらに、アンケート調査を行った結果、保育所アクセシビリティが仕事と子育ての両立にお

いて重要な役割を担っていることが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）：Selecting Tokyo’s 23 wards as the study area, this research 
examined accessibility to child-care centers which can indicate both quantitative and 
spatial mismatches between the supply and demand of child-care centers. The results 
showed that many areas of Tokyo’s 23 wards had accessibility values below one, indicating 
a supply shortage. The survey results indicated that accessibility to child-care centers 
played an important role in balancing work and child rearing. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
平成 20 年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

平成 21 年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 2,500,000 750,000 3,250,000 

 
 
研究分野： 複合新領域 
科研費の分科・細目：社会・安全システム科学・社会システム工学・安全システム 
キーワード：社会システム、地理情報システム（GIS） 
 
１．研究開始当初の背景 
 超少子高齢化、労働力人口の急速な減少に
直面している日本において、仕事と子育ての
両立支援は喫緊の政策課題となっている。し
かしながら、近年、保育所の待機児童が都市
部を中心に爆発的に増加しており、深刻な社
会問題となっている。待機児童が発生してい

る背景には、保育所の「量」の不足に加えて、
通園・通勤が可能な場所に入所できないとい
う「空間」のミスマッチが生じていることが
考えられる。 
 
２．研究の目的 
 待機児童は都市部に多く、都道府県別では
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東京都が最も多い。そこで、東京 23 区を対
象に、保育所の「需給量」だけでなく、「空
間」のミスマッチも示せる保育所アクセシビ
リティの指標を開発し、保育所アクセシビリ
ティの状況を定量的・空間的に分析する。さ
らに、アンケート調査を通じて、ワーキング
マザーの仕事と子育ての両立における保育
所アクセシビリティの重要性を把握するこ
とを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 まず、対象地域を東京都文京区に限定した
分析を行い、次に、東京 23 区に対象地域を
拡大した分析を行った。この分析の中では、
まず、乳幼児（0～5歳）人口の状況、保育所
の状況、待機児童の状況を調査し、次に、保
育所アクセシビリティの計算と分析を行っ
た。 

乳幼児人口の状況については、2000～2009
年の推移と、国勢調査の基本単位区をベース
とする 2009 年の分布状況を調査した。保育
所の状況については、2009 年 4 月現在東京
23 区に所在する認可保育所、認証保育所、保
育に欠ける子を受け入れる認定こども園の
空間分布と、各保育所の年齢別の定員を調査
した。待機児童の状況については、2003～
2009 年（文京区は 2000～2009 年）の動向を
調査した。 

保育所アクセシビリティは、式（1）を用
いて、児童の年齢別、国勢調査の基本単位区
（全 115,501地区）ごとに計算し、分析した。 

   

 



0

0

:
:

ddj
ddk

a
k

a

a
ja

i

ij

kj

Pr

S
A

 （1）          

（a：年齢、Ai：居住地 iの保育所アクセシ
ビリティ、Sj：保育所 jの供給量、dij：居住
地 iと保育所 jの道路上距離、dkj：居住地 k
と保育所 jの道路上距離、d0：通園限界距離
の閾値、r：保育所需要率、Pk：居住地 kの人
口） 

式（1）の分子は、居住地から一定の通園
限界域内に所在する保育所の供給量、分母は、
居住地から一定の通園限界域内に所在する
保育所から一定の通園限界域内の需要量（需
要人口）となっている。したがって、式（1）
から得られる値は、空間的競争を考慮した保
育所の需給バランスを表し、値が 1の場合は
需給の均衡を、1より大きい場合は供給の充
足を、1未満の場合は供給の不足を意味する。
そして、アクセシビリティが 1 未満の場合、
保育所需給の空間ミスマッチが生じている
と解釈できる。なお、基本単位区ごとに算出
したアクセシビリティの人口加重平均値は、
東京 23 区全体の保育所の需給率（=供給量÷

需要量）に一致する。 
次に、式（1）に使用したデータについて

説明する。基本単位区は、2005 年国勢調査の
データを用いた。保育所の供給量（Sj）には、
2009 年 4 現在の認可保育所、東京都認証保育
所、および認定子ども園の保育に欠ける子の
合計定員を用いた。認可・認証保育所と認定
こども園に限定したのは、国と自治体の設置
基準を満たしており、一定の質が確保されて
いると考えられるからである。ここで、利用
者が限定される事業所内保育所は含めてい
ない。 
居住地と保育所の道路上の距離（dijと dkj）

は、ArcGIS9.3 の Network Analyst を用いて
計測した。ここで、居住地は基本単位区の重
心とし、保育所の所在地は東京大学空間情報
科学研究センターの号レベルアドレスマッ
チングサービスを利用して作成した保育所
のポイントとした。道路データは ESRI ジャ
パン社の 2009 年道路網データを使用した。 
保育所需要率（r）は、2009 年の認可・認

証保育所と認定子ども園（保育に欠ける子）
の保育所需要率を計算したところ、0歳が
17％、1歳、2歳、3歳、4歳以上がそれぞれ
34%、 37%、 37%、 35%と 35%前後であったた
め、0歳は 20%、1 歳以上は 35%とした。 
居住地の人口（Pk）は、2009 年の各歳別町

丁別人口を、基本単位区の人口で比例配分し
た人口を用いた。通園限界距離の閾値（d0）
は、500m、750m、1,000m の 3 種類を用いた。
子連れの徒歩速度を 3km/h とすると、それぞ
れ徒歩 10 分、15 分、20 分の距離である。 
次に、東京 23 区在住の末子が未就学児の

女性を対象にアンケート調査を実施し、仕事
と子育ての両立および保育所アクセシビリ
ティの状況と希望を調査した。この調査は、
（株）日経リサーチ社に委託して、2009 年
11 月 20 日～25日にインターネットを介して
実施し、設定数 650 人に対して 311 人の回答
を得た。 
 
４．研究成果 
（1）乳幼児人口の状況 
 東京都の 2000～2009 年の乳幼児人口の推
移をみると（図 1）、少子化とはいわれている
が、乳幼児人口が増加している。近年では、
2008 年と 2009 年で増加しており、この乳幼
児人口の増加が、待機児童増加の一因になっ
ていると考えられる。 
 基本単位区ごとに推計した 2009 年の乳幼
児人口をみると（図 2）、公園や教育施設等の
居住できない場所を除いて、全体的に幅広く
分布している。 
 
（2）保育所の状況 
 図 3 に、2009 年 4 月時点の東京 23 区内に
所在する認可保育所（本園、分園別）1,129



 

 

カ所、認証保育所 324 カ所、保育に欠ける子
を受け入れる認定こども園（本園、分園、幼
稚園、保育所施設別）24 カ所の分布を示す。 
 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

0歳 94,24 96,69 95,42 96,58 94,61 95,99 93,26 98,34 100,4 101,6

1歳 97,69 97,14 99,57 98,33 99,47 98,19 98,96 95,71 100,5 102,3

2歳 96,02 97,20 96,98 99,67 98,06 99,37 98,05 98,65 95,01 99,85

3歳 95,83 95,89 97,29 97,22 99,88 98,43 99,26 97,80 98,21 94,58

4歳 93,61 95,88 96,20 97,87 97,52 100,1 98,64 99,43 97,87 98,01

5歳 97,09 93,66 96,06 96,42 98,11 97,86 100,3 98,81 99,48 97,86

0‐5歳 574,5 576,4 581,5 586,1 587,6 590,0 588,5 588,7 591,6 594,2
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図 1 東京都の年齢別乳幼児人口 

（2000～2009 年） 
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図 2 東京 23区の乳幼児人口の分布（2009 年） 
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図 3 東京 23区の保育所の分布（2009 年 4月） 

 

（3）待機児童の状況 
 2004～2009年の各年4月現在の認可保育所
入所申込児童数をみると（図 4）、入所申込数
は増加傾向にあり、保育所の需要が増大して
いることがわかる。 
 

2004 2005 2006 2007 2008 2009

0歳 6,730 7,016 6,878 7,425 8,091 9,484

1歳 10,845 10,941 11,968 12,618 14,058 16,443

2歳 7,432 7,520 8,411 9,771 10,095 12,277

3歳 6,762 6,780 7,949 8,939 9,498 10,496

4歳以上 8,723 8,732 11,534 13,839 14,855 16,805

総数 40,492 40,989 46,740 52,592 56,597 65,505
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図 4 東京 23 区の認可保育所入所申込児童数

（2004～2009 年） 

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

0歳 637 475 546 477 516 848 1334

1歳 1780 1841 1855 2020 1900 2678 3877

2歳 1544 1501 1583 1362 1397 1268 2036

3歳 906 1068 881 789 613 512 538

4歳以上 341 338 356 260 175 173 154

総数 5208 5223 5221 4908 4601 5479 7939
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図 5 東京 23区の待機児童数（2003～2009 年） 

 

 2003～2009年の待機児童数をみると（図 5）、
2008 年以降に待機児童数が増加し、2009 年
に大幅に増えている。待機児童数は 1歳が突
出して多く、次いで、2 歳、0 歳となってい
る。そして、0～2 歳が待機児童全体の 91％
と大多数を占めている。 
 
(4)保育所アクセシビリティの状況 
 図 5 に、通園限界域を 750m とした、年齢
別の保育所アクセシビリティを示す。エリア
や児童の年齢により差はあるが、全体に共通
して、アクセシビリティが 1以上（超過供給）
の地区は限られており、アクセシビリティが
1 未満（超過需要）の地区が多いことがわか
る。アクセシビリティが 1未満と低い地区に



 

 

は、全体的に次の 3つの傾向がある。 

0.00
0.01-0.24
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0.75-0.99
>=1.00

アクセシビリティ値

3歳

1歳 4・5歳

0～5歳

0歳

2歳

図 6 東京 23 区の年齢別保育所アクセシビリティ（通園限界域 750m） 

 



 

 

第一に、近隣に保育所が存在しない地区で、
アクセシビリティが低い。第二に、近隣に保
育所があっても、当該年齢の保育を実施して
いないため入所が不可能である場合に、アク
セシビリティが低い。第三に、年齢的には入
所可能な保育所が近隣にあっても、需要に対
して供給の少ない地区で、アクセシビリティ
が低い。通園限界域を 500m、1,000m とした
場合でも、アクセシビリティが 1未満の地区
が多いという結果は変わらなかった。 

 
（5）アンケート調査結果 

仕事と子育ての両立と保育所アクセシビ
リティに関するアンケート調査の結果、保育
所を利用したい人の中で、希望する保育所に
入所できている人は 44.9％と半数以下であ
ることがわかった。保育所の入所状況は、3
～5歳よりも、0～2歳の低年齢児の方が厳し
い。末子が希望する保育所に入所できている
割合は、3～5歳は 62.7％であるのに対し、0
～2歳は 31.5％であった。 

待機児童の経験のある人の約 3割（28.2％）
が、待機児童の期間に「仕事を続けたかった
が、やむを得ず辞めた」または「解雇された」
と答えている。また、待機児童の経験のある
人の約 7割（70.9％）が、待機児童の期間に
仕事と育児の両立が困難・不安定になったと
答えている。希望する保育所、拡充して欲し
い保育所としては、「認可保育所」が圧倒的
に多かった。また、保育所を利用したい人の
ほとんど（96.2％）が、保育所の自宅からの
近接性を重視していた。実際に、保育所を利
用している人の保育所への片道通所時間は、
約 10分以内が 76.6%、約 15分以内が 90.1%、
約 20 分以内が 98.2％を占め、ほとんどが 20
分以内であった。 
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